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別表１ 奨励対象事業者の要件

次の１～１２の要件については、奨奨励励金金のの申申請請日日かからら奨奨励励事事業業終終了了後後のの実実績績報報告告日日にに至至るるままででのの全全期期間間をを

通通じじてて、、いいずずれれもも全全ててをを満満たたししてていいるる必必要要ががあありりまますす。。誓誓約約違違反反がが判判明明ししたた場場合合はは奨奨励励対対象象外外ととななりりまますす。。

１

都内で事業を営んでいる中小企業等であること

・ 常時雇用する労働者数が３００人以下であること。常時雇用する労働者とは次の①～③を指

し、登録型派遣労働者は除きます。

① 期間の定めなく雇用されている労働者

② 有期雇用の場合、過去１年を超える期間について引き続き雇用されている労働者または採

用の時から１年を超えて引き続き雇用されると見込まれる（※） 労働者

③ 日々雇用契約が更新される労働者でも、過去１年を超える期間について引き続き雇用され

ている労働者または採用の時から１年を超えて引き続き雇用されると見込まれる（※）労働者

※「見込まれる」 とは、労働契約書等により１年を超える期間まで引き続き雇用契約が締結さ

れていることを指します。

・ 企業のほか、一般社団法人、一般財団法人、医療法人、社会福祉法人、学校法人等、法人税法

（昭和４０年法律第３４号）別表第２の「公益法人等」に該当（法人税法その他法人税に関す

る法令の規定の適用について「公益法人等」とみなす特定非営利活動法人を含む。）、または

別表第３の「協同組合等」に該当するものも含みます。ただし、次の①から④のいずれかに該

当するものは除きます。

① 構成員相互の親睦、連絡及び意見交換等を主目的とするもの（同窓会、同好会等）

② 特定団体の構成員または特定職域の者のみを対象とする福利厚生、相互救済等を主目的と

するもの

③ 特定個人の精神的、経済的支援を目的とするもの（後援会等）

④ 東京都政策連携団体、事業協力団体または東京都が設立した法人

・ 個人事業主も含みます。都内税務署へ開業届を提出している必要があります。

・ 法人の場合は都内に本店登記がある、または支店・営業所等の事業所が都内にあることが必要

です（ 都内で営業実態がなく、法人都民税が免除されている場合は申請できません）。

２
都内に勤務する常時雇用する労働者を２人以上、かつ６ヶ月以上継続して雇用していること

・ 上記常時雇用する労働者は雇用保険被保険者であること（休業中の労働者を含みます）

３ 就業規則を作成して労働基準監督署に届出を行っていること

４

労働関係法令について次のア～オを満たしていること

ア 従業員に支払われる賃金が、就労する地域の最低賃金額（地域別最低賃金額・特定最低賃金

額）を上回っていること

イ 固定残業代等の時間当たり金額が時間外労働の割増賃金に違反していないこと、また固定残

業時間を超えて残業を行った場合は、その超過分について通常の時間外労働と同様に、割増

賃金が追加で支給されていること

ウ 法定労働時間を超えて労働者を勤務させる場合は、「時間外・休日労働に関する協定（ 36協

定）」を締結し 、全労働者に対し、協定で定める上限時間（特別条項を付帯した場合はその

上限時間）を超える時間外労働をさせていないこと

エ 労働基準法第３９条第７項（年次有給休暇について年５日を取得させる義務）に違反してい

ないこと（※）

オ その他賃金や労働時間等に関する労働関係法令を遵守していること

５

都税の未納付がないこと

・納付義務があるにもかかわらず、法人事業税及び法人都民税（個人については個人事業税及び個人

都民税）の未納付がある場合は申請できません。
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６

過去５年間に重大な法令違反等がないこと

・違法行為による罰則の適用を受けた場合、労働基準監督署により違反の事実が検察官に送致された

場合、消費者庁の措置命令があった場合などの法令違反等があった企業は申請できません。また、

法令違反等の状況が解消されてから５年が経過している必要があります。

７ 厚生労働大臣の指針に基づき、セクシュアルハラスメント等を防止するための措置を取っていること

８

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に規定

する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、同条第１３項に規定する接客業務受託営業

及びこれに類する事業を行っていないこと

９

暴力団員等（東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５４号）第２条第３号に規定する暴力団

員及び同条第４号に規定する暴力団関係者をいう。）、暴力団（同条第２号に規定する暴力団をいう。）

及び法人その他の団体の代表者、役員または使用人その他の従業員若しくは構成員が暴力団員等に該当

する者でないこと

10 企業等の代表者が本奨励金を利用または申請したことがないこと（申請を撤回した場合は再申請可）

11 「ＴＯＫＹＯ働き方改革宣言企業」の承認申請を行っていない、または承認を得ていないこと

12 申請時点で東京都が実施する研修を受講していることが確認できること（Ｐ１０参照）

※2019年 4月 1日の労働基準法改正により、年次有給休暇について年 10日以上付与される労働者に対して年

5日の取得が義務化されました。
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郵送のみ

提出期限日必着です。
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別表２ 交付申請 提出書類及び提出部数一覧表

０
申請時提出チェックリスト

原本１部
・（制度整備事業を実施する場合） 制度の整備状況についても記載してください。

１

事業計画書兼交付申請書（様式第１号）

原本１部・個人事業主の場合、「企業等の所在地」の上に「個人の住所地」を住民票どおり記載して

ください。

２

誓約書（様式第２号）

原本１部・個人事業主の場合、「企業等の所在地」の上に「個人の住所地」を住民票どおり記載して

ください。

３

雇用保険適用事業所設置届（事業主控）

写し１部・都内の本店・支店・営業所等の全事業所についての設置届を提出してください。

・都外に本社があり、都内に雇用保険適用事業所がない場合は、本社の設置届及びハローワ

ークから発行された都内事業所の雇用保険事業所非該当承認通知書を提出してください。

４

雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）

①都内に勤務する常時雇用する労働者で６ヶ月以上雇用されている者２人分

②事前研修受講者１人分（受講者が上記２人以外の場合のみ）

写し１部

５

労働契約書または労働条件通知書（以下の①②いずれかに該当する場合のみ）

・４①で提出した２名の労働者が以下①(ア)(イ)のいずれかに該当する場合

・企業等の事業所が都外にも所在する場合

写し１部

①（ア） 雇用保険加入期間が１年以下

この場合、雇用期間が無期または１年超であることを確認します。（雇用期間を確認）

（イ） 雇用保険加入期間が６ヶ月未満

この場合、６ヶ月以上継続して雇用されていることかつ雇用期間が無期または１年超

であることを確認します。（雇用開始日と雇用期間を確認）

② 都外に事業所がある

この場合、労働者２人が都内で勤務していることを確認します。（勤務地を確認）

６

最新の就業規則、その他社内規程

写し１部

①都内の労働基準監督署に届け出た最新の就業規則等を、届出印が押された部分もあわせて

提出してください（内容や施行日が最新であることを確認してください）。

②都内全事業所の正社員に適用されている就業規則等を提出してください。申請時点で都内

事業所に正社員を雇用していない場合は、非正規労働者に適用されている就業規則等を提

出してください。

③事業所ごとに作成している場合はそれぞれの就業規則等を提出してください。

④（制度整備事業を実施する場合）就業規則本体のほか、労働時間や休暇に関して他に規程

がある場合はあわせて提出してください。
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（手引きＰ３１

の写し）を提出してください。
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＜都税の納税証明書について＞

【提出に関する注意事項】

（参考） 法人・個人事業主別 提出が必要な納税証明書一覧

企業等

の形態
税目 提出が必要な書類 証明書発行機関

法人

法人都民税 法人都民税納税証明書

都税事務所

法人事業税 法人事業税納税証明書

個人事

業主

個人都民税（居住地分） 住民税納税証明書（居住地分） （居住地の）区市町村の役所

個人都民税（事業所地分） 住民税納税証明書（事業所地分）（事業所地の）区市町村の役所

個人事業税 個人事業税納税証明書 都税事務所

（法人の場合）

①法人都民税及び法人事業税の納税証明書を提出してください（２税目が１枚にまとまっていても可）。

②申請日時点で納期が到達している直近の決算期の納税証明書を提出してください。

③申請日時点で初めての納期限前の場合は、税務署へ届け出た法人設立届(写) を提出し、実績報告時に

都税の納税証明書の原本を提出してください。

④申請日時点で納税額が確定している直近年度について、納期が到達していないためまだ一度も支払っ

ていない場合は、前年度分について納税証明書を提出してください。

⑤納税直後のため納税証明書の発行が受けられない場合は、前回納税分までの納税証明書を提出してく

ださい。

（個人事業主の場合）

①個人都民税（居住地分、事業所地分）及び個人事業税の納税証明書を提出してください。

②申請日時点で納税額が確定している直近年度の、直近の納期到達分を提出してください。

③申請日時点で納税額が確定している直近年度について、納期が到達していないためまだ一度も支払っ

ていない場合は、前年度分について納税証明書を提出してください。

④納税直後のため納税証明書の発行が受けられない場合は、前回納税分までの納税証明書を提出してく

ださい。

（非課税の場合）

課税されない理由が分かるものとして、次の書類を提出してください。

①社会福祉法人等

・ 定款及び決算報告書

・ その他収益事業を営んでいないことが分かるもの

②個人事業主

・ 確定申告書Ｂ第一表及び第二表の写し

・ 所得税青色申告決算書の写し
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Ｂ 制度整備事業

１ 事業内容

【働き方の改善】または【休み方の改善】に定める制度について労使協定を締結し、その後、制度

内容を就業規則その他社内規程（以下「就業規則等」という。）に明文化してください。

＜Ａ働き方改革宣言事業＞    

             

社内のプロジェクトチームで目標・取組内容を決定してください。

（ Ｐ１６参照）           

           

             【注意】必ず(１)労使協定→(２)就業規則の順で実施してください。

                 取組順が相違の場合は対象外になります。

【労使協定について】 （ Ｐ１９ ２注意事項（２）参照）

      ① 労使協定とは、会社と労働者の過半数代表者（労働者の過半数で組織する労働組合

がある場合はその労働組合）との間で結ぶ書面による取り決めのことをいいます。

労使協定の書式は任意ですが、下記に従って作成してください。

② 労使協定は、事業実施期間内で、かつ、就業規則等の施行日以前に締結し、締結日を

必ず記載してください。

③ 労使協定には必ず制度対象者を明記し、制度内容を具体的に記載してください。

④ 労使協定に有効期間の設定は不要です（清算期間が１か月を超えるフレックスタイム

制度を除く）。

⑤ 労働基準監督署への届出が必須とされている労使協定は、必ず事業実施期間内に届

出を行ってください。

              

              

    【就業規則等について】 （ Ｐ１９ ２注意事項（３）参照）                                      

① 就業規則等は、原則、事業実施期間内で、かつ労使協定締結日以降に改正してくださ

い。ただし、事業実施期間内の改正日を記載している場合に限り、施行日が事業実施期

間最終日の翌月１日であっても事業実施期間内に整備したと判断します。

② 就業規則等の施行日は必ず記載し、前回の施行日に追加記載してください。  

③ 労使協定で定めた内容と就業規則等の内容が一致するようにしてください。

④ 整備した就業規則等は、企業等の規模を問わず、実績報告日までに必ず労働基準

監督署へ届出を行ってください。

⑤ 就業規則等は、法令等に適合した内容としてください。

＜Ｂ制度整備事業＞

   
注意

宣言する

目標・取組内容を決定

(１)労使協定を締結 導入するすべての制度に関して労使協定の締結が必要です。

(２)就業規則等を整備 労使協定の内容を踏まえ、導入するすべての制度を就業規則等に整備します。
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２ 短時間勤務制度

内
容 正社員の短時間勤務を可能にする勤務制度

要
件
等

（要件）

①短時間勤務とは、同一の事業主に雇用される正社員の

所定労働時間（＊１日７時間以上または１週３５時間

以上であること）や所定労働日数（＊１週５日以上で

あること）に比べ短縮され、かつ次のいずれかに該当

すること。なお複数の要件を設ける場合には、その要

件がいずれも次の要件を満たしていること。

ア １日の所定労働時間を１時間以上短縮

イ １週の所定労働時間を１割以上短縮

ウ １週の所定労働日数を１日以上短縮

②制度対象者の時間あたりの基本給、賞与、退職金等の

労働条件が、同一の事業主に雇用される正社員と比較

して同等である旨を定めること。

（注意事項）

①労使協定に、短時間の基準となる「同一の事業

主に雇用される正社員の所定労働時間、所定労

働日数」（所定労働時間を短縮する場合は所定労

働時間、所定労働日数を短縮する場合は所定労

働日数）を明確に記載すること。

②短時間の基準となる正社員の労働時間制度が

変形労働時間制や裁量労働時間制の場合、原則

として本制度は導入できません。

例外として、正社員の労働時間制度が変形労働

時間制の場合で次の要件を満たすときは対象と

なることがあります。

＊左記①アの要件を設定した場合で、休日が制度

導入前と比べ減少しないことが明確に就業規則

等で確認できること。

＊左記①ウの要件を設定した場合で、１日の所定

労働時間が制度導入前と比べ増加しないことが

明確に就業規則等で確認できること。

３ テレワーク制度

内
容 情報通信技術を活用した時間や場所にとらわれない柔軟な働き方実施のための制度

要
件
等

（要件）

①顧客先や移動中にパソコンや携帯端末等を使う働き

方（モバイルワーク）や勤務先以外のオフィススペー

スで携帯端末等を利用した働き方（サテライトオフィ

ス勤務）のいずれかに該当するものとし、自宅利用型

（在宅勤務）は除きます。

②以下(１)～(７)について明確に定めること。

(１)制度対象者  (２)始業及び終業時刻の把握方法

(３)時間外労働の把握方法

(４)労働時間把握のための労働者の事務手続き方法

(５)情報通信機器の管理方法（貸与の有無等）

(６)情報の取り扱い  (７)通信料の費用負担

（注意事項）

＊【テレワーク・在宅勤務制度共通】厚生労働省発行「テレワークモデル就業規則～作成の手引き～」も

参考にしてください。詳細は、厚生労働省テレワーク相談センター https://www.tw-sodan.jp/ 参照

４ 在宅勤務制度

内
容 情報通信技術を活用した在宅勤務実施のための制度

要
件
等

（要件）

・「テレワーク制度」 ②と同じ

（注意事項）

＊上記、テレワーク制度欄 参照
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イ【休み方の改善】

＜対象とする事業所＞

原則全部署を対象としますが、限定適用後の対象者が正社員で１０人以上いる場合にのみ、事

業所や部門で限定適用することが可能です。

＜対象者＞

全正社員を対象とします。（正社員の定義はＰ１６を参照）が、正社員以外の方も対象に含め

ることが望ましく、また正社員を１人も雇用していない場合は、全従業員を対象とします。

＜適用条件＞

対象者に対し、制度の適用を一定の条件の方に限定することは可能です。ただし、適用条件が

対象者を著しく限定する等、本事業の趣旨に合致しないと都が判断した場合、奨励対象外となること

があります。いずれの制度も希望者に限定して適用することはできません。

＜各制度共通の注意事項＞

① 休暇の付与日数を「○日」 と定めてください。「○回」の記載は奨励対象外です。

② ２・４以外は年次有給休暇（労働基準法第３９条）とは別の休暇である旨を定めてください。

③ １つの制度について複数の休暇等を整備した場合は、１制度の導入と考えます。

④ 年次有給休暇の計画的付与制度の中で各種休暇を整備する場合は、２「年次有給休暇の計画

的付与制度」を導入したものとします。

＜導入する制度＞

１ 業務繁閑に応じた休業日の設定

内
容 閑散期の飛び石休日を連続休暇にする等、業務繁閑に応じた休業日の設定

要
件
等

（要件）

①休業日は休日または有給の休暇とすること。

②休業設定日または設定期間を具体的に定めること。

（注意事項）

①１年単位の変形労働時間制を導入している場

合、変形期間中途で休日数の変更はできないた

め、休日として設定することはできません。

②毎年付与されることを明記してください。

２ 年次有給休暇の計画的付与制度

内
容 労働基準法第 39条第 6項による年次有給休暇の計画的付与制度

要
件
等

（要件）

・計画付与対象の年次有給休暇は、法律上与えられなけ

ればならない日数のうち、５日を超える部分である旨

を定めること。

（注意事項）

①労使協定には以下のことを定めてください。

(ア)事業場全体の休業による一斉付与の場合

具体的な年次有給休暇の付与日

(イ)班別の交代制付与の場合

班別の具体的な年次有給休暇の付与日

(ウ)年次有給休暇計画表による個人的付与の場合

計画表を作成する時期、手続等

②毎年計画的に付与される制度となっていること

を確認しますので、上記①(ア)又は(イ)の場合

には、労使協定に毎年の付与日を定めてくださ

い。直近年度の付与日しか定めることができな

い場合は、毎年どのように付与日が定められる

のかを記載してください。

「○営業日」
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３ 記念日等有給休暇制度

内
容 誕生日・記念日等の決まった日や申告した日を有給休暇とし、毎年付与する制度

要
件
等

（要件）

・有給の休暇とすること。

（注意事項）

①休暇の取得事由を明確に定めてください。

②毎年付与されることを明記してください。

４ 時間単位での年次有給休暇制度

内
容 労働基準法第 39条第 4項による、年次有給休暇を時間単位で取得できる制度

要
件
等

（要件）

①法定付与分の年次有給休暇における時間単位付与は

５日以内となっていること。

②労働基準法第 39条第 4項、同法施行規則第 24条の 4

に定める事項について労使協定に明確な定めがある

こと。有給の休暇とすること。

（注意事項）

①裁量労働時間制との併用はできません。

②利用目的によって時間単位年休の対象労働者の

範囲を定めることはできません。

５ 連続休暇制度

内
容 ５営業日以上の連続休暇制度

要
件
等

（要件）

・原則有給の休暇とする。無給とする場合は労使協定で

定めること。

（注意事項）

①営業日であることを明記してください。

②毎年付与されることを明記してください。

６ リフレッシュ等休暇制度

内
容 リフレッシュやリカレント教育（労働者が必要に応じて学校等で再教育を受けること）のための休暇制度

要
件
等

（要件）

①休暇の目的、取得要件を明確に定めること。

②原則有給の休暇とする。無給とする場合は労使協定で

定めること。

（注意事項）

・教育訓練休暇制度が導入されている場合には、

本制度は導入されているものと判断します。

＊リフレッシュ休暇は、職業生涯の節目に勤労者の心身の疲労回復等を目的として付与される休暇としま

す。「リフレッシュ等休暇」の「等」はリカレントを指します。
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提出期限日必着です。
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別表３ 実績報告 提出書類及び提出部数一覧表

◆必ず提出するもの

※１ 提出された上記２、５は、ＴＯＫＹＯライフ・ワーク・バランス推進窓口（Ｐ２８参照）に写しを提

供します。また、一部書類については、専門家による巡回・助言及び働き方改革助成金を実施する公益

財団法人東京しごと財団に提供します。詳細は上記５④の同意書をご確認ください。

（出勤簿について）

※２ 実績報告日が１～１５日の場合には実績報告月分と前月分の出勤簿を、実績報告日が１６～３１日の

場合には実績報告月分の出勤簿を提出してください。出勤簿は実績報告日当日までの出勤状況がわか

るもの（従業員の出退勤時間が記載されたもの。ただし、実績報告日は出勤記録のみで可）。としてく

ださい。報告日当日の出勤記録がない場合は、休暇や出張など事由を追記してください。

０ 実績報告時提出チェックリスト 原本１部

１

実績報告書（様式第６号）

原本１部・個人事業主の場合、「企業等の所在地」の上に「個人の住所地」を住民票どおり記載

してください。

２ 「働き方改革宣 言事業の取組状況」（様式第６号 別紙１）
原本１部

※１

３ 企業向け自己診断の結果（タイプ診断、レーダーチャート、質問と回答を印刷したもの） 写し 1部

４

全従業員に対して社内周知を実施したことが分かるもの

（社内周知するものは以下の２枚です）

・「働き方改革宣言事業の取組状況」（様式第６号 別紙１）

・働き方改革宣言書（様式第２号）

原本または

写し１部

・社内掲示の写真を提出する場合は、掲示場所（例：会議室内、１階事務所掲示板）を

記載し、全事業所分の掲示写真を提出してください。写真は遠景（掲示場所が確認で

きるもの）と近景（掲示内容が確認できるもの）の２枚を提出してください。

・回覧や資料配布により周知した場合は、事業実施期間内の確認日（受領日）と確認印

（受領印）が確認できる書類を添付してください。

・ミーティングにより周知した場合は、実施日時、出席者氏名、周知内容等を記載した

書面（議事録等）及び周知に要した資料、実施時の写真を添付してください。

・メールやイントラネットにより周知した場合は、画面の写し等、全従業員に周知した

ことが確認できる資料を提出してください。

５

ＴＯＫＹＯ働き方

改革宣言企業承認

申請書類

①ＴＯＫＹＯ働き方改革宣言企業承認申請書（様式第１号）

原本

各１部

※１

②働き方改革宣言書（様式第２号）

＊担当事務所にて内容確認後、電子データ（ＷＯＲＤファイル）を

提出のこと。別途担当事務所よりご案内します。

③誓約書（様式第３号）

④同意書

６
事業所一覧

・実績報告時点のものを提出してください。
原本 1部

７
出勤簿 ※２・３

（申請時に雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）を提出した２名分）
写し 1部

８ 委任状※実績報告以前に提出されている場合は不要 原本 1部
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８ 奨励金の請求

宣言企業の承認決定及び奨励金交付額の確定後、東京都から以下の①～④を送付します。

①額の確定通知書 ②宣言企業承認決定通知書 ③奨励金請求書 ④支払金口座振替依頼書

③及び④に必要事項を記入し、実印を押印の上、返送してください。

請求書等を東京都が受領した日から概ね２～３週間程度で、指定の口座に奨励金を振り込みま

す。振込完了の連絡は行いませんので、記帳等で東京都名義の振込をご確認ください。

９ その他留意事項

(1) 各種補助金等との併給について

  

(2) 奨励事業終了後の注意事項

① 奨励事業に係る全ての関係書類及び帳簿類は奨励事業の終了した会計年度終了後、５年間

保存しなければなりません。

② 奨励事業者に関して、企業名、代表者名、住所、電話番号、業種、労働者数、交付年度、

奨励金額を公表する場合があります。

(3) 個人情報の保護

東京都は、提出された書類等に含まれる個人情報の取扱いにあたっては、「個人情報の保護

に関する法律」「東京都個人情報の保護に関する条例」 及びその他の関係法令に基づいて管理

します。申請にあたって、提出書類に奨励事業に関係のない個人情報が含まれている場合、必

要に応じてその部分を黒塗りする等の対応をお願いします。（マイナンバーが記載されている

書類は受け取ることができません。）

◆注意２◆

本奨励金の奨励事業に係る内容について、同一年度又は過年度に東京都働きやすい職場環境づくり推進

事業（専門家派遣等）により支援を受けている場合または受けた場合、本奨励金を受給することはできません。

◆注意１◆

同一の事由により支給要件を満たすことになる国、都または区市町村等が実施する助成金等を受給する場

合または受給した場合は、本奨励金を受給することはできません。

（例） 本奨励金の制度整備事業における「テレワーク制度」又は「在宅勤務制度」の整備の場合に

支給要件が重複する東京都の助成金等

はじめてテレワーク（テレワーク導入促進整備補助事業）

東京都働きやすい職場環境づくり推進奨励金

働く人のチャイルドプランサポート制度整備奨励金

東京都難病・がん患者就業支援奨励金 等  

事
前
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(4) 奨励金交付決定の取消し、奨励金の返還                  

    次のいずれかに該当した場合は、奨励金交付決定を取り消すことがあります。

    奨励金の交付決定を取り消した場合において、既に奨励事業者に奨励金が交付されているとき

は、期限を定めて奨励金を返還していただきます。また、刑事罰が適用される場合もありますの

で、十分注意してください。

① 偽りその他不正の手段により奨励金の交付を受けたとき

② 宣言企業の承認申請を行い、不承認決定されたとき

③ 宣言企業申請後に申請の撤回をしたとき

④ 奨励金の実績報告提出時に宣言企業の申請をしないとき

⑤ 奨励金の交付決定の内容またはこれに付した条件に違反したとき

⑥ 廃業、倒産等により、奨励事業の実施が客観的に不可能となったとき

⑦ 奨励事業者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員または使用人その他の従業員若し

くは構成員を含む。）が、暴力団員等に該当するに至ったとき

⑧ 法令または要綱及び知事の指示に違反したとき

10 交付申請の撤回

次の場合には、速やかに交付申請撤回届出書（様式第５号）を提出してください。なお、撤回

の届出は実績報告期限を最終報告期限とし、期限内に提出がなかった場合は事業計画の中止と判

断します。

(1) 交付決定前に申請を取り下げる場合

(2) 交付申請日以降に「別表１ 奨励対象事業者の要件（１又は２）」（Ｐ７）を満たさなくな

った場合

※（2）の場合は要件を満たさなくなった事実を証明する書類（雇用保険被保険者資格喪失確

認通知書（事業主通知用）の写し等）を添付してください。

※交付申請の撤回を行った場合、再度の交付申請が可能です。

11 事業計画の変更（企業等の情報に変更があった場合）

事業計画を提出した奨励事業者が、事業計画（以下に該当する企業等の情報）を変更しようと

する場合は、変更承認申請書（様式第４号）により都の承認が必要となります。申請を担当した

労働相談情報センター･各事務所に提出してください。

  ＜事業計画の変更＞

企業等の名称、所在地、代表者、印影を変更する場合を指します。

12 事業計画の中止

事業計画を提出した奨励事業者が、事業計画を中止する場合は、変更承認申請書（様式第４号）

により都の承認が必要となります。申請を担当した労働相談情報センター･各事務所に提出してく

ださい。なお、実績報告期限を最終報告期限とします。

  ＜事業計画の中止＞ ※実績報告書（様式第６号）も提出してください。

奨励事業を中止する場合及び事業実施期間内に終了しない場合を指します。

※奨励事業を中止した場合、中止の理由にかかわらず再度の交付申請はできません。

本事業は、この募集要項によるほか、東京都補助金交付規則及びこれに基づく依命通達、「働き

方改革宣言奨励金交付要綱」、「働き方改革宣言奨励金交付要領」の定めるところに従って実施さ

れます。働き方改革宣言企業制度については、「ＴＯＫＹＯ働き方改革宣言企業制度実施要綱」「Ｔ

ＯＫＹＯ働き方改革宣言企業制度実施要領」の定めるところに従って実施されます。
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夏季休暇（休日）制度確認書（※交付申請時）

提
出
書
類
記
入
例



（メモ欄） 

提
出
書
類
記
入
例



提
出
書
類
記
入
例



提
出
書
類
記
入
例



（交付申請時）

様式第２号（第８条関係）

誓 約 書

東 京 都 知 事  殿

私は、働き方改革宣言奨励金交付要綱第８条の規定に基づく奨励金の支給申請を行うにあたり、

以下のことを誓約します。（□欄にチェックしてください。）

☑ 支給申請日の前日から起算して過去５年間に、重大な法令違反等はないことを誓約します。

☑ 従業員に支払われる賃金が、就労する地域の最低賃金額（地域別、特定（産業別）最低賃金額）を上

回っていることを誓約します。

☑ 固定残業代等の時間当たり金額が時間外労働の割増賃金に違反していないこと、また、固定残業時間

を超えて残業を行った場合は、その超過分について通常の時間外労働と同様に、割増賃金が追加で支

給されていることを誓約します。

☑ 法定労働時間を超えて労働者を勤務させる場合は、「時間外・休日労働に関する協定（ 36協定）」を締

結し、全労働者に対し、協定で定める上限時間（特別条項を付帯した場合はその上限時間） を超える

時間外労働をさせていないことを誓約します。

☑ 労働基準法第 39条第７項（年次有給休暇について年５日を取得させる義務）に違反していないことを

誓約します。

☑ 前記以外の労働関係法令について遵守していることを誓約します。

☑ 厚生労働大臣の指針に基づき、セクシュアルハラスメント等を防止するための措置を取っていること

を誓約します。

☑ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に規

定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、同条第１３項に規定する接客業務受託

営業及びこれらに類する事業を行っていないことを誓約します。
＊ 接待飲食店営業のほか、パチンコ、ゲームセンター等の遊技場営業を行っている事業主は申請できません。

☑ 代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員について、東京都暴力団排除条例第２条第２

号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員又は同条第４号に規定する暴力団関係者（以下

「暴力団員等」という。）に該当せず、かつ将来にわたっても該当しないことを誓約します。

あわせて、知事が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、警視庁へ照会が

なされることに同意します。
＊ この誓約書における「暴力団関係者」とは、以下の者をいいます。

・暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者

・暴力団員を雇用している者

・暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者

・暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者

・暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者

☑ 本奨励金に関し提出する書類の内容は事実と相違ないこと、書類の写しはすべて原本と相違ないこと

及び東京都の職員が審査に必要な事項についての確認や検査を行う際に対応することを誓約します。

  令和２年６月３０日

奨励金支給後に本誓約書の内容に虚偽や不正が発覚した場合は奨励金を返還します。

企 業 等 の 所 在地 東京都千代田区飯田橋三丁目１０番３号

企 業 等 の 名 称 株式会社○○○○

代 表 者 職 ・ 氏名 代表取締役 東京 太郎
印

書類提出日を記入してください。

書類は申請期限までに提出してください。

【 期限日必着・厳守】

・印鑑登録された印を押印してください。

＜法人の場合＞

・「企業等の所在地」及び「名称」、「代表者職・

氏名」は登記簿どおりに記載

＜個人事業主の場合＞

・「企業等の所在地」の上に「個人の住所地」

と記入し、住民票どおりに個人住所を記載

・「企業等の所在地」：個人事務所の住所を記載

・「企業等の名称」：個人事務所名を記載

・「代表者職・氏名」：個人事務所の代表者の個

人名のみを記載

必ず内容を確認し、左の□全てに✔を記

入してください。
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（様式） 制度確認書   ※Ｂ制度整備事業「休み方の改善」 を実施する場合のみ

  令和２年６月３０日

企業等の所在地 東京都千代田区飯田橋三丁目１０番１３号

企 業 等 の 名 称 株式会社○○○○

代表者職・氏名 代表取締役 東京 太郎  

      夏季休暇（休日） 制度確認書

夏季休暇（休日）制度の有無等は以下のとおりです。

１ 夏季休暇（休日）

制度の有無

及び名称等
☑ (1) 制度が有る

□ (2) 名称に「夏季」を表す文言は含まないが、

取得期間が夏季期間中の休暇（休日）制度が有る

(*)夏季とは７月～９月とし、一部期間でも取得期間に

含まれている場合は該当する。

□ (3) 制度が無い

【夏季休暇（休日）制度が定められている就業規則の条番号】

条番号 夏季休暇（休日）の名称

（ ２０ ）条 夏季休暇 ※下部注意事項を参照

２ 取得日の決定

方法

□ 会社（使用者）が取得日を指定

☑ 従業員からの取得希望日の申請に基づいて取得日を決定

※注意事項

就業規則において「休日」として定めている場合（「休日」の条文に「夏季休暇（休日）」が含まれている場合）

は、名称が「夏季休暇」となっていても休日とみなします。本制度に取り組む前にすでに「休日」として「夏季休

暇（休日）」を定め、これを従業員からの申請に基づく特別休暇に変更することにより、休日数が減少する場合は

本制度の奨励対象外となりますのでご注意ください。

印

書類提出日を記入してください。

書類は申請期限までに提出してください。

【 期限日必着・厳守】・印鑑登録された印を押印してください。

＜法人の場合＞

・「企業等の所在地」及び「名称」、「代表

者職・氏名」は登記簿どおりに記載

＜個人事業主の場合＞

・「企業等の所在地」の上に「個人の住所

地」と記入し、住民票どおりに個人住

所を記載

・「企業等の所在地」：個人事務所の住所

を記載

・「企業等の名称」：個人事務所名を記載

・「代表者職・氏名」：個人事務所の代表

者の個人名のみを記載

必ず内容を確認し、 (１)～（３）いずれ

か一つに✔を記入してください。

上記(１)（２）を選択した

場合のみ、就業規則の該当

する条番号等を記載してく

ださい。

上記(１)（２）を選択した

場合のみ、いずれか一つに

✔を記入してください。
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（交付申請時）

（ 同意書） ※制度整備事業で「テレワーク制度」又は「在宅勤務制度」を申請している 企業のみ

平成 31年度から、公益財団法人東京しごと財団（以下「財団」という。）では 、東京都との契約に基づ

き、以下のとおり「 はじめてテレワーク（ テレワーク導入促進整備補助事業）（以下「はじめてテレワーク」

という。）」を実施しています。

働き方改革宣言奨励金の制度整備事業における「テレワーク制度」又は「在宅勤務制度」の整備は、「は

じめてテレワーク」のテレワーク制度整備と支給要件が重複します。働き方改革宣言奨励金では、「同一の

事由により支給要件を満たすことになる、国、都又は区市町村等が実施する助成金等を受給する場合又は

受給した場合は本奨励金を受給することはできない。」と定めています。

つきましては、東京都と財団が相互に申請状況等を確認し奨励金等の支給を適切に行うため、働き方改

革宣言奨励金で「テレワーク制度」又は「在宅勤務制度」の整備を申請している企業 については、以下の

企業情報等を東京都から財団に提供し、財団は「 はじめてテレワーク」の実施においてのみ使用します。

【 東京都から財団に提供する情報】

・企業等の所在地

・企業等の名称

・代表者職・氏名

・テレワーク制度又は在宅勤務制度に関する申請状況及び実績報告の内容 等

同 意 書
東京都知事殿

☑ 上記内容を確認しました。

☑ 上記企業情報等の財団への提供に同意します。

令和２年６月３０日

                 企業等の所在地 東京都千代田区飯田橋３丁目１０番３号

                 企業等の名称  株式会社○○○○

                 代表者職・氏名 代表取締役 東京 太郎

（参考）「はじめてテレワーク」の概要

テレワーク導入に向けたコンサルティングを受けた企業等に対して、テレワークをトライアルするための環境構築経

費および制度整備費を補助します。

【 問い合わせ先】（公財）東京しごと財団 雇用環境整備課 職場環境整備担当係 電話： 03-5211-1756

印

下記の□全てに✔を記入するととも

に、連絡先を記載してください。

書類提出日を記入してください。書類

は申請期限までに提出してください。

【 期限日必着・厳守】

・印鑑登録された印を押印してください。

＜法人の場合＞

・「企業等の所在地」及び「名称」、「代表者職・氏

名」は登記簿どおりに記載

＜個人事業主の場合＞

・「企業等の所在地」の上に「個人の住所地」と記

入し、住民票どおりに個人住所を記載

・「企業等の所在地」：個人事務所の住所を記載

・「企業等の名称」：個人事務所名を記載

・「代表者職・氏名」：個人事務所の代表者の個人名

のみを記載
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様式第４号（第１０条関係）

令和２年９月１７日

東 京 都 知 事 殿

企業等の所在地 東京都千代田区飯田橋三丁目１０番３号

企 業 等 の 名 称 株式会社○○○○

代表者職・氏名 代表取締役 東京 次郎

変更承認申請書

働き方改革宣言奨励金交付要綱第１０条の規定に基づき、下記のとおり、事業計画を

したく、関係書類を添えて申請します。

記

１ 変更又は中止の内容

  （例１）代表者の変更

  （例２）事業の中止

２ 変更又は中止の理由

  （例１）令和○年○月○日付で代表者が東京太郎から東京次郎に変更

  （例２）社内で新事業を立ち上げ、業務繁忙となり、事業実施期間内に事業が

終了できなかったため

   ※変更又は中止のいずれかに○をつけること。

※変更の場合は、奨励事業の変更部分を分かりやすく記載すること。

※変更内容等を証明できる書類がある場合は、その書類を添付すること。

変更

中止

印

【注意】企業等の所在地、企業等の名称、代表者氏名、印鑑が変更となった場合に

は、登記簿謄本（履歴事項全部証明書）及び印鑑登録証明書を添付のこと

（※個人事業主の場合の必要書類は担当事務所までお問い合わせください）

変更か中止のいずれかに○をつけてください。

書類提出日を記入してください。

変更事由が生じた場合、速やかに提出してく

ださい。

中止の場合は実績報告書（様式第６号）もあわせて提出してください。

・ 印鑑登録された印を押印してください。

＜法人の場合＞

・「企業等の所在地」及び「名称」、「代表者

職・氏名」は登記簿どおりに記載

＜個人事業主の場合＞

・「企業等の所在地」の上に「個人の住所地」

と記入し、住民票どおりに個人住所を記載

・「企業等の所在地」：個人事務所の住所を記

載

・「企業等の名称」：個人事務所名を記載

・「代表者職・氏名」：個人事務所の代表者の

個人名のみを記載
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様式第５号（第１１条関係）

        令和２年９月１７日

東 京 都 知 事 殿

企業等の所在地 東京都千代田区飯田橋三丁目１０番３号

企業等の名称  株式会社○○○○

代表者職・氏名 代表取締役 東京 太郎

交付申請撤回届出書

令和２年６月３０日付事業計画書兼交付申請書により交付を申請した働き方改革宣言奨励

金については、交付申請を撤回することとしたので、働き方改革宣言奨励金交付要綱１１条の

規定に基づき、下記のとおり届け出ます。

記

（ 撤回の理由）

社員が退職し、都内で勤務する常時雇用する労働者が２名に満たなくなったため

印

事業計画書兼交付申請書（様式第１号）に記載した提出日を記入してください。

書類提出日を記入してください。

撤回事由が生じた場合、速やかに提出してく

ださい。

・ 印鑑登録された印を押印してください。

＜法人の場合＞

・「企業等の所在地」及び「名称」、「代表者職・

氏名」は登記簿どおりに記載

＜個人事業主の場合＞

・「企業等の所在地」の上に「個人の住所地」と

記入し、住民票どおりに個人住所を記載

・「企業等の所在地」：個人事務所の住所を記載

・「企業等の名称」：個人事務所名を記載

・「代表者職・氏名」：個人事務所の代表者の個人

名のみを記載
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【休暇名】　誕生日休暇
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